
「
旅
行
業
価
値
創
造
」元
年
を
テ
ー
マ
に

海
外
・
国
内
・
訪
日
旅
行
の
さ
ら
な
る
発
展
目
指
す

　
日
本
旅
行
業
協
会（
J
A
T
A
）は
、「『
旅
行
業
価
値
創
造
』元
年
〜
観
光
立
国
実
現
に
向
け

た
飛
躍
の
年
」を
基
本
テ
ー
マ
に
、2
0
1
3
年
度
の
事
業
計
画
を
策
定
し
ま
し
た
。政
策
検
討

特
別
委
員
会
で
整
理
さ
れ
た
課
題
を
単
年
度
の
計
画
に
も
反
映
し
、海
外
・
国
内
・
訪
日
旅
行
の

さ
ら
な
る
発
展
を
目
指
し
ま
す
。

主
体
的
に

実
行
し
て
い
く
年
度
に

J
A
T
A

　菊
間
潤
吾
会
長

　今
年
度
の
事
業
計
画
に
つい
て
は
、政
策
検

討
特
別
委
員
会
が
半
年
以
上
に
わ
た
って
検

討
し
て
き
た
内
容
が
盛
り
込
ま
れ
る
形
に

な
っ
て
い
ま
す
が
、同
時
に
、J
A
T
A
の
各

委
員
会
が
こ
の
1
年
間
近
く
、積
極
的
に
い

ろ
い
ろ
な
問
題
を
取
り
上
げ
て
動
き
出
し
て

い
る
と
い
う
現
状
を
踏
ま
え
る
と
、事
業
計

画
の
実
行
に
向
け
て
も
、非
常
に
心
強
く
思
っ

て
い
ま
す
。

　事
業
計
画
の
骨
子
を
み
て
い
た
だ
く
と
分

か
る
よ
う
に
、旅
行
業
に
お
け
る
経
営
基
盤

の
安
定
化
・
強
化
に
向
け
て
、こ
れ
ま
で
以
上

に
、主
体
的
に
動
き
出
す
と
い
う
形
が
整
っ
た

と
考
え
て
い
ま
す
。

　海
外
旅
行
の
需
要
喚
起
に
向
け
て
は
、

T
eam
 Europe

に
象
徴
さ
れ
る
よ
う
に
、わ

れ
わ
れ
が
自
ら
マ
ー
ケ
ッ
ト
を
創
造
し
て
い
く

と
い
う
こ
と
も
ス
タ
ー
ト
し
て
お
り
、同
様

に
、今
後
の
大
き
な
伸
び
が
期
待
さ
れ
て
い
る

訪
日
旅
行
へ
の
積
極
的
な
取
り
組
み
や
、人

材
の
確
保
・
育
成
と
いっ
た
課
題
な
ど
に
つ
い

て
も
、具
体
的
な
プ
ラ
ン
に
基
づ
い
て
主
体
的

に
動
き
出
し
て
い
こ
う
と
い
う
内
容
に
な
って

い
ま
す
。

　政
策
検
討
委
員
会
で
整
理
さ
れ
た
活
動

の
方
向
性
に
基
づ
い
て
、事
業
計
画
が
着
実
に

遂
行
さ
れ
る
も
の
と
期
待
し
て
い
ま
す
。
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6
つ
の
基
本
方
針
と
5
つ
の
課

題
を
提
示

　
J
A
T
A
は
3
月
15
日
に
開
催
し
た
理
事
会

で
、
2
0
1
3
年
度
事
業
計
画
を
承
認
し
ま
し

た
。
事
業
計
画
は
今
年
6
月
に
開
催
さ
れ
る
総

会
で
、
報
告
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　
2
0
1
3
年
度
の
事
業
計
画
は
、
昨
年
6
月

に
設
置
さ
れ
た
政
策
検
討
特
別
委
員
会
で
整
理

が
進
め
ら
れ
て
い
る
課
題
の
う
ち
、
短
期
的
な

課
題
を
盛
り
込
む
一
方
で
、
単
年
度
だ
け
に
と

ど
ま
ら
ず
、
中
長
期
的
な
課
題
も
視
野
に
入
れ

る
形
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
事
業
計
画
で
は
、
「
『
旅
行
業
価
値
創
造
』

元
年
〜
観
光
立
国
実
現
に
向
け
た
飛
躍
の
年
」

と
い
う
基
本
テ
ー
マ
に
も
と
づ
い
て
、
「
海

外
・
国
内
・
訪
日
旅
行
の
需
要
の
更
な
る
発
展

の
追
求
と
、
業
界
の
活
性
化
」
や
「
旅
行
業
の

社
会
的
地
位
向
上
と
、
安
定
し
た
利
益
確
保
に

向
け
た
活
動
」
な
ど
の
推
進
、
「
安
心
安
全
の

旅
の
確
保
・
推
進
を
第
一
義
と
し
、
量
の
拡

大
・
質
の
改
善
」
の
追
求
な
ど
、
6
項
目
か
ら

な
る
基
本
方
針
を
策
定
。

　
こ
れ
ら
の
基
本
方
針
に
沿
っ
て
、
①
旅
行
会

社
に
よ
る
新
た
な
価
値
の
創
造
、
②
新
た
な
旅

行
需
要
創
出
等
へ
の
取
り
組
み
、
③
旅
行
会
社

の
経
営
基
盤
の
安
定
化
、
④
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン

ス
／
リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
経
営
促
進
の
た
め

の
取
り
組
み
、
⑤
広
報
活
動
の
強
化
、
と
い
う

5
つ
の
課
題
が
示
さ
れ
て
い
ま
す
。

新
た
な「
価
値
創
造
」と

「
需
要
創
出
」への
取
り
組
み
強
化

　
「
新
た
な
価
値
の
創
造
」
に
つ
い
て
は
、
受

け
地
側
だ
け
に
任
せ
る
こ
と
な
く
、
旅
行
会
社

自
ら
も
旅
の
魅
力
を
創
出
で
き
る
よ
う
、
研

修
・
セ
ミ
ナ
ー
の
充
実
な
ど
を
通
じ
た
観
光
開

発
力
の
ア
ッ
プ
な
ど
旅
の
価
値
提
案
力
の
強
化

を
図
り
ま
す
。
ま
た
、
宿
泊
旅
行
拡
大
に
よ
る

着
地
型
旅
行
の
普
及
と
地
域
振
興
の
推
進
、
品

質
保
証
制
度
や
ツ
ア
ー
オ
ペ
レ
ー
タ
ー
登
録
制

度
な
ど
に
よ
る
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
の
質
向
上
な

ど
、
海
外
・
国
内
・
訪
日
の
各
旅
行
分
野
で
の

取
り
組
み
を
進
め
る
方
針
で
す
。

　
同
時
に
、
「
新
た
な
旅
行
需
要
創
出
」
に
向

け
て
は
、
チ
ー
ム
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
や
日
米
交
流

年
、
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
40
周
年
な
ど
海
外
旅
行
分
野

だ
け
で
な
く
、
国
内
旅
行
の
分
野
で
も
地
域
限

定
旅
行
業
の
新
設
や
着
地
型
旅
行
の
普
及
・
宿

泊
旅
行
の
拡
大
や
若
者
旅
行
の
需
要
喚
起
に
向

け
た
活
動
を
展
開
す
る
ほ
か
、
二
国
間
事
業
な

ど
観
光
庁
や
関
係
機
関
と
の
連
携
を
通
じ
て

ツ
ー
ウ
ェ
イ
ツ
ー
リ
ズ
ム
の
推
進
に
も
取
り
組

み
ま
す
。

　

チ
ャ
ー
タ
ー
便
や
ク
ル
ー
ズ
旅
行
、

M
I
C
E
等
を
通
じ
た
新
規
市
場
の
開
拓
・
地

域
市
場
の
活
性
化
な
ど
に
よ
る
旅
行
需
要
創
出

も
重
要
な
課
題
と
な
り
ま
す
。

　

「
旅
行
会
社
の
経
営
基
盤
の
安
定
化
」
で

は
、
新
た
な
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
の
検
討
や
環
境

変
化
へ
の
対
応
を
図
る
と
同
時
に
、
燃
油
サ
ー

チ
ャ
ー
ジ
、
チ
ャ
ー
タ
ー
、
L
C
C
な
ど
航
空

分
野
に
お
け
る
課
題
に
取
り
組
み
ま
す
。

　
さ
ら
に
、
「
新
し
い
旅
の
ス
タ
イ
ル
、
価
値

観
を
提
案
す
る
旅
行
業
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
確

立
」
、
「
観
光
地
域
の
魅
力
創
出
な
ど
旅
に
よ

る
地
域
振
興
の
推
進
」
、
「
国
民
の
休
暇
取
得

の
推
進
」
と
い
っ
た
長
期
的
課
題
に
つ
い
て

も
、
2
0
1
5
年
度
を
目
途
に
検
討
を
継
続
し

て
い
き
ま
す
。



JATA、2013年度事業計画を策定

2013年度 事業計画骨子

「旅行業価値創造」元年
―観光立国実現に向けた飛躍の年―
＜基本方針＞
1.海外・国内・訪日旅行の需要の更なる発展の追求と、業界の活
性化の推進
2.旅行業の社会的地位向上と、安定した利益確保に向けた活動
の推進
3.安心安全の旅の確保・推進を第一義とし、量の拡大・質の改善
の追求
4.国内・国際交流人口の拡大による地域経済等の活性化の推進
5.旅行の促進等による継続的な震災復興に向けた取組みの推進
6.一般社団法人として会員の共益に資する活動と円滑な運営の
確保

1.旅行会社による新たな価値の創造
⑴観光開発力アップ等、旅の価値提案力強化（研修・セミナーの
充実）
⑵宿泊旅行拡大による着地型旅行の普及と地域振興の推進
⑶訪日旅行の質の向上（品質保証制度、ツアーオペレーター登録
制度等インバウンド推進に関する制度の検討）
⑷社会貢献活動の充実（観光地の環境保全やユニバーサルツ
アー普及活動等）
⑸安心・安全な旅を提供する信頼される旅行業界の構築
2.新たな旅行需要創出等への取組み
⑴需要創出のための活動（海外：Team Europe、日米交流年、
ASEAN40周年等。 国内：地域限定旅行業新設、着地型旅行
の普及、宿泊旅行の拡大）
⑵ツーウェイツーリズムの推進(２国間事業等観光庁や関係機関
等との連携）
⑶新市場開拓と地域市場の活性化（チャーター、クルーズ旅行、Ｍ
ＩＣＥ等）
⑷若者旅行喚起への取組み
⑸ＪＡＴＡ旅博２０１３の広報・マーケティング力の充実・強化
⑹震災の復興支援活動の継続
3.旅行会社の経営基盤の安定化
⑴経営フォーラム、セミナー等を通じた新たなビジネスモデルの検討
⑵消費者動向の変化、グローバル化の進展等の環境変化への対応
⑶燃油サーチャージ、チャーター、ＬＣＣ等航空諸課題への対応
⑷標準旅行業約款改正の実現と環境変化に対応した旅行業法
制度の検討と提言
⑸関係機関と連携した経営環境の整備、障壁除去への取組み
⑹人材育成とダイバーシティ推進による優秀な人材の確保
4.コンプライアンス/リスクマネジメント経営促進のため
の取組み
⑴各種ガイドライン、マニュアルの整備と会員への徹底
⑵重大事故等への的確な情報収集と情報発信体制の確立
5.広報活動の強化
⑴統計資料等を活用した内外に向けた日本の旅行業の社会的有
用性のアピール
⑵ＪＡＴＡ業務、政策活動をバックアップする広報活動の展開

基本方針、
課題実行に
向けた一般
社団法人と
しての事業
展 開 の 方
向性
●具体的な数値
等の目標設定
およびその検証

●支部・地区委員
会との一体的な
活動と、地域性
に応じた事業活
動

●業界団体として
の情報発信、交
渉・折衝力の強
化

●観光を取り巻く
諸制度・環境の
改善への取組
み

●環境変化に対
応できる運営基
盤確立と共益
事業強化

●経営・営業のサ
ポートを旨とした
法務等の会員
サービスの向上

●スピード感、実
行力を備えた事
務局体制

【外部】
1.景況の変化、不安定な
為替、ユーロ圏の経済
情勢等の経済の不透明
感
2.高齢少子化の進展、生
産年齢人口の減少と消
費税の引上げ
3.アジア等の新興国の経
済発展
4.高まる安心・安全への
社会的関心、求められ
るＣＳＲ
5.周辺国との領土問題
6.スマホ、SNS等IT機器
の急速な普及
7.回復途上の震災復興
と、残る原発事故の影
響

【業界】
1.LCC、レガシーキャリ
アの新規国際線就航等
座席供給量の増加
2.欧米クルーズ各社の日
本進出等新市場創出の
動き
3.国内旅行の新たな旅行
スタイルへの対応の必
要性
4.急速に進化・拡大する
ネット取引や直販化の
動き
5.顧客満足度の低い訪日
旅行の顕在化
6.サプライヤーとの取引
制約の増大（旅行会社
が利用できる航空座席
の減少、ホテル等）
7.人材確保、人材育成、生
産性向上の必要性の増
大
8.激化する国際競争や
ネット普及に対応した
旅行業法のグローバル
化等の必要性

各
委
員
会
・
支
部
に
お
け
る
個
別
事
業
計
画
へ

重

　
　点

　
　課

　
　題

長
期
課
題

環 境 認 識

・新しい旅のスタイル、価値観を提案する旅行業
  ビジネスモデル確立
・観光地域の魅力創出など旅による地域振興の推進
・国民の休暇取得の促進

継続検討
（～2015年度目途）
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